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外資研究開発センターの設備購入に対する優遇税制の延長について 

 

科学研究や技術開発を奨励するために 2009 年 7 月 1 日から 2010 年 12 月 31 日まで実施された外資研究開発

センターの設備購入に関する優遇税制が昨年 10 月、2015 年 12 月 31 日まで延長された。 

これらの優遇政策は当初「科技開発用品輸入税収徴収免除暫定規定」（2007 年 1 月 31 日付、財政部、税関総

署、国家税務総局令第 44 号）、「研究開発機構の設備購入税収政策に関する通知」（2009 年 10 月 10 日付、財

税[2009]115 号）及び「商務部、財政部、税関総署、国家税務総局：外資研究開発センター設備購入の免税/税

還付資格審査弁法に関する通知」（2010 年 3 月 22 日付、商資発[2010]93 号）に基づいて実施された。2010 年

には、北京市、上海市、江蘇省、広東省及び山東省において少なくとも 79 社が有資格者として認定されている

（弊社調べ、後述３．を参照）。 

当初は 2010 年末が期限とされていたが、引き続き科学研究や技術開発を奨励する観点から、「財政部、商務

部、税関総署、国家税務総局：研究開発機関の設備購入に対する税収政策の継続執行に関する通知」（2011 年

10 月 10 日付、財税[2011]88 号）により、2011 年 1 月 1日から 2015 年 12 月 31 日の 5年間に渡り、輸入設備に

対する関税及び輸入増値税の免税措置、並びに国産設備に対する仕入増値税還付措置が継続して実施されるこ

ととなった。 

 

１．優遇税制の適用対象 

(1)  2009 年 9 月 30 日以前に設立された外資研究開発センター 

①［独立法人]：外商投資企業批准証書に記載されている投資総額が 500 万米ドル以上 

 ［非独立法人（社内組織又は分支社）］：研究開発への総投資額が 500 万米ドル以上 

② 年間研究開発経費支出が 1,000 万元以上 

③ 専門の研究員と試験員が 90 人以上 

④ 設立以来購入した設備の総額が 1,000 万元以上 

(2)  2009 年 10 月 1 日以降に設立された外資研究開発センター 

①［独立法人]：外商投資企業批准証書に記載されている投資総額が 800 万米ドル以上 

 ［非独立法人（社内組織又は分支社）］：研究開発への総投資額が 800 万米ドル以上

② 専門の研究員と試験員が 150 人以上 

③ 設立以来購入した設備の総額が 2,000 万元以上 

 

２．該当する設備 

  増値税暫定条例実施細則第 21 条で規定する固定資産（使用期限が 12 ヵ月を超える機器、機械、輸送工具

及びその他生産経営と関係する設備、工具、器具）のうち、科学研究、教学及び科学技術開発のために必要

とされる実験設備、装置及び機械（テスト機器を除く）を指し、以下の 4種類に分類される。 

 (1)  実験環境方面 
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 (2)  サンプル調製設備と装置 

 (3)  実験室専用設備 

 (4)  コンピュータ・ワークステーション、中型・大型コンピュータ 

 

３．優遇税制適用が認定された外資研究開発センター（2010 年） 

  会社名   所在地  会社名  所在地 

1 联合利华（中国）投资有限公司   上海市 1 阿尔派电子（中国）有限公司  北京市 

2 大陆汽车亚太管理（上海）有限公司   上海市 2 摩托罗拉（中国）技术有限公司  北京市 

3 奥托立夫（上海）汽车安全系统研发有限公司   上海市 3 保诺科技（北京）有限公司  北京市 

4 菲亚特动力科技研发（上海）有限公司   上海市 4 诺基亚西门子通信技术（北京）有限公司  北京市 

5 圣戈班研发（上海）有限公司   上海市 5 施耐德电气（中国）投资有限公司  北京市 

6 阿海珐输配电技术中心（中国）有限公司   上海市 6 锐迪科创微电子（北京）有限公司  北京市 

7 京滨电子装置研究开发（上海）有限公司   上海市 7 诺维信（中国）投资有限公司  北京市 

8 辉源生物科技（上海）有限公司   上海市 8 THOMSON 宽带研发（北京）有限公司  北京市 

9 昌硕科技（上海）有限公司   上海市 9 霍尼韦尔（北京）技术研发实验有限公司  北京市 

10 嘉和生物药业有限公司   上海市 10 北京诺和诺德医药科技有限公司  北京市 

11 葛兰素史克（上海）医药研发有限公司   上海市 11 康龙化成（北京）新药技术有限公司  北京市 

12 德州仪器半导体技术（上海）有限公司   上海市 1 苏州药明康德新药开发有限公司  江蘇省蘇州市 

13 惠瑞捷半导体科技（上海）有限公司   上海市 2 恩斯克（中国）研究开发有限公司  江蘇省蘇州市 

14 帝斯曼（中国）有限公司   上海市 3 爱发科（苏州）技术研究开发有限公司  江蘇省蘇州市 

15 台达能源技术（上海）有限公司   上海市 4 三星半导体（中国）研究开发有限公司  江蘇省蘇州市 

16 霍尼韦尔综合科技（中国）有限公司   上海市 5 松下研究开发（苏州）有限公司  江蘇省蘇州市 

17 泰乐通讯技术（上海)有限公司   上海市 6 苏州三星电子电脑有限公司研发中心 ※ 江蘇省蘇州市 

18 通用电气（中国）研究开发中心有限公司   上海市 7 伊顿电气有限公司中国研发中心 ※ 江蘇省蘇州市 

19 陶氏化学（中国）有限公司   上海市 8 中怡（苏州）科技有限公司中国研发中心 ※ 江蘇省蘇州市 

20 罗门哈斯（中国）投资有限公司   上海市 9 苏州诺华制药科技有限公司研发中心 ※ 江蘇省蘇州市 

21 和记黄埔医药（上海）有限公司   上海市 10 苏州三星电子有限公司研发中心 ※ 江蘇省蘇州市 

22 泛亚汽车技术中心有限公司   上海市 11 苏州大冢制药有限公司研发部 ※ 江蘇省蘇州市 

23 英飞凌科技资源中心（上海）有限公司   上海市 12 昆山西钛微电子科技有限公司研发部 ※ 江蘇省蘇州市 

24 上海睿智化学研究有限公司   上海市 13～15 蘇州以外 3 社（会社名は不明）  江蘇省 

25 通用汽车（中国）投资有限公司   上海市 16 福特汽车工程研究(南京)有限公司  江蘇省南京市 

26 杜邦（中国）研发管理有限公司   上海市 17 江森自控楼宇设备科技(无锡)有限公司  江蘇省無錫市 

27 超威半导体（上海）有限公司   上海市 18 艾默生环境优化技术(苏州)研发有限公司  江蘇省蘇州市 

28 诺华（中国）生物医学研究有限公司   上海市 19 贝卡尔特(中国)技术研发有限公司研发中心 ※ 江蘇省無錫市 

29 李斯特技术中心(上海）有限公司   上海市 20 飞利浦医疗(苏州)有限公司研发中心 ※ 江蘇省蘇州市 

30 罗氏研发（中国）有限公司   上海市 1 辉达半导体(深圳)有限公司  広東省深セン市 

31 美满电子科技（上海）有限公司   上海市 2 深圳国人通信有限公司  広東省深セン市 

32 上海艾力斯医药科技有限公司   上海市 3 世纪晶源科技有限公司  広東省深セン市 

33 本田摩托车研究开发有限公司   上海市 4 捷开通讯(深圳)有限公司  広東省深セン市 

34 采埃孚（中国）投资有限公司   上海市 5 深圳市比亚迪汽车有限公司  広東省深セン市 

35 思科系统（中国）研发有限公司   上海市 6 比亚迪精密制造有限公司  広東省深セン市 

36 龙旗科技（上海）有限公司   上海市 1 中国重汽集团济南动力有限公司  山東省済南市 

37 易安信信息技术研发（上海）有限公司   上海市 2 通用光伏能源(烟台)有限公司  山東省煙台市 

38 环达电脑（上海）有限公司   上海市 3 山东隆基机械股份有限公司  山東省煙台市 

4 中粮君顶酒庄有限公司  山東省煙台市 

 （備考）各地方政府の通知に基づき作成、※は企業内に設置された研究開発機関 

以上 

 


